
加須市地球温暖化防止実行計画（区域施策編）の進行管理について

資料1

令和8年10月13日
令和8年度第1回加須市ゼロカーボンシティ推進協議会
会議資料
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１.本日の議題・協議事項
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１．排出量の現状について ２．進行管理について ３．取組実績について ４．計画の見直しについて

・市域のCO2排出量や

部門別の排出量の現状

と目標についてのご意見

・26の具体的な取組の成果

指標に対する令和7年度の

評価と令和8年度以降の

成果指標の見直しについて

のご意見

・令和7年度の取組実績や

令和8年度の新規拡充施策

についてのご意見

・国や県の動向を踏まえた

現行計画（～2030年）

の見直しについての

ご意見



２．計画の概要

『加須市地球温暖化防止実行計画（区域施策編）』【令和5年3月策定】

地球にやさしいまちをつくる～脱炭素社会（ゼロカーボンシティ）の実現に向けて～

Ⅰ 市民、事業者及び行政の協働による二酸化炭素排出量削減を推進する。

Ⅱ 再生可能エネルギーの最大限活用を促進する。

削減対象の
温室効果ガス

基本理念

計画期間

基本方針

2030（令和12）年度までに2013（平成25）年度比

エネルギー起源二酸化炭素

基本施策
（26の具体的取組）

１ 省資源・省エネルギー対策の推進 ２ 温室効果ガスの吸収源対策

３ 自転車利用の促進 ４ 再生可能エネルギーの促進

５ 環境にやさしい自動車利用等の促進 ６ 気候変動への対応 3

46%削減削減目標

2023（令和5）年度から2030（令和12年度）まで



家庭部門や業務その他部門で順調に削減が進む一方、排出割合の大きい産業・運輸部門のさらなる対策が課題

３．排出量の現状

（１）部門別エネルギー起源二酸化炭素（CO2）排出量の比較 

排出要因 平成25年度
（基準年度）

令和5年度 基準年度比

1.産業部門 286.77 219.90 △23.3%

2.業務その他部門 130.20 103.84 △20.2%

3.家庭部門 165.36 122.95 △25.6%

4.運輸部門 211.47 180.24 △14.8%

合計 793.80 626.93 △21.0%

（参考）非エネルギー起源 33.98 31.75 ―

（出典）【埼玉県】県内の温室効果ガス排出量（出典）【埼玉県環境科学国際センター】2025年度埼玉県温室効果ガス排出量算定報告書 2023年度算定値（令和8年2月公表）

（単位：kt-CO2）
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（最新データ：2023（令和5）年度）
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（2）エネルギー起源二酸化炭素（CO2）排出量の推移

３．排出量の現状

基準年度

△21.0%
△46%
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目標年度

現状値

基準年度から目標年度まで
均等に削減されると仮定した場合
令和5年度における目標削減率は

△27.1%

現状6.1%不足している

（前年度比2.8%増）



３．排出量の現状

（3）部門別エネルギー起源二酸化炭素（CO2）排出量の割合 
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市内のCO2排出量の約６割を産業部門と運輸部門が占める。

ゼロカーボンシティの実現には事業者支援と車両の電動化、充電インフラ整備が課題である。

産業部門

35%

業務その他部門

16%

家庭部門

20%

運輸部門

29%

（最新データ：2023（令和5）年度）



2013（平成25）年度 2023（令和5）年度

乗用車 １２５．８８ １０１．３７

バス ５．８８ ４．０４

二輪車 ０．８５ ０．８１

トラック ７０．６８ ６８．２９

旅客鉄道 ７．７９ ５．５４

貨物鉄道 ０．３９ ０．２１

３．排出量の現状

（４）業種別エネルギー起源二酸化炭素（CO2）排出量 

2013（平成25）年度 2023（令和5）年度

農林水産業 １３．３２ １８．２７

鉱業 ０．１５ ０

建設業 ５．７４ ８．２９

製造業 ２６７．５６ １９３．３５

産業部門
（4業種）

運輸部門
（6区分）
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87.9%

56.2%

37.9%

（最新データ：2023（令和5）年度）
（単位：kt-CO2）



３．排出量の現状

（４）業種別エネルギー起源二酸化炭素（CO2）排出量 

2013（平成25）年度 2023（令和5）年度

電気・ガス・水道・廃棄物処理業 １０．６７ ５．７９

卸売・小売業 ３１．１４ ２１．０３

運輸・郵便業 １５．５０ １６．３８

宿泊・飲食サービス業 １２．０７ ８．７６

情報通信業 ０．５０ ０．１３

金融・保険業 １．１２ ０．５５

不動産業 ３．８０ ４．５２

専門・科学技術・業務支援サービス業 ４．１４ １．１７

公務 ４．７８ ２．１７

教育 ９．０８ １１．６５

保健衛生・社会事業 １３．５０ １１．９１

その他サービス ２３．９１ １９．７７

業務その他部門
（12業種）
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20.3%

11.2%

2.1%

（単位：kt-CO2）

（最新データ：2023（令和5）年度）



４．区域の再生可能エネルギー導入状況
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平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

太陽光発電(10kW未満） 14,653 15,742 16,828 18,086 19,270 20,695 22,229 23,554 25,092 26,413

太陽光発電(10kW以上） 36,022 42,442 47,575 51,029 55,600 58,674 62,710 65,558 67,307 68,832

風力発電 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

水力発電 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

地熱発電 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

バイオマス発電 0 0 0 0 995 995 1,044 1,044 1,044 1,044

再生可能エネルギー合計 50,676 58,184 64,403 69,115 75,865 80,363 85,984 90,156 93,443 96,289

再生可能エネルギー導入設備容量

（出典）経済産業省 「再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法における再生可能エネルギー発電設備の市町村別導入件数及び導入容量」、環境省「自治体排出量カルテ」

（単位：kW）※FIT・FIP制度で認定された設備のうち買取を開始した設備の導入容量
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５．加須市地球温暖化防止実行計画（区域施策編）の進行管理（26の具体的な取組）

基本施策 具体的な取組 成果指標 単位 令和6年度
（現状値）

令和7年度
（目標値）

令和7年度
（実績値）

評価

省資源・省エネル
ギー対策の推進
 

（１）ゼロカーボンシティ宣言 【指標設定なし】 － － － － 評価なし

（２）省エネ設備設置の促進 省エネ設備導入による効果周知回数 回 2 2 4 目標を達成

（３）LED化の促進 【指標設定なし】 － － － － 評価なし

（４）情報提供・行動実践の啓発 エコライフＤＡＹチェックシート参加者
数 

人 5,673 23,000 8,177 大幅に遅れている

（５）グリーン購入の推進 環境物品等の調達率 % 90.8 100 集計中 －

（６）雨水の有効活用 【指標設定なし】 － － － － 評価なし

（７）地産地消の推進 学校給食に提供した地元農産物の割合 % 15.8 19 17.3 概ね達成

（８）エコ工業団地づくりのサ
ポート

市内一斉清掃（快適かぞ市民活動）への
参加誘導

団体 12 5 11 目標を達成

温室効果ガスの吸

収源対策 

（１）グリーンカーテンの設置促進グリーンカーテンコンテスト応募数 件 31 20 19 概ね達成

（２）緑の創造 
環境美化活動登録団体数 団体 40 42 38 概ね達成

オープンガーデン登録数 件 9 20 8 大幅に遅れている

（３）屋敷林等の保全 保存樹林・樹木の指定件数 件 100 110 99 概ね達成
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やや遅れている

やや遅れている

■「26の具体的取組」に成果指標、数値目標を設定し、令和8年度より進行管理を実施
（「令和7年度第2回加須市ゼロカーボンシティ推進協議会」で協議・検討）



５．加須市地球温暖化防止実行計画（区域施策編）の進行管理（26の具体的取組）

基本施策 具体的な取組 成果指標 単位 令和6年度
（現状値）

令和7年度
（目標値）

令和7年度
（実績値）

評価

自転車利用の促進
 

（１）総合的・計画的な自転車利
用の促進

一日、自動車を使用せず自転車等を利用
した人の割合 

% 28.9 50 集計中 －

（２）自転車利用の普及啓発

公用自転車の配置率 % 124 100 124 目標を達成

公用自転車の利用率 % 56.5 82 47.8 やや遅れている

市内で開催される自転車競技大会及びト
ライアスロン大会の誘導数

大会 5 5 4 概ね達成

（３）自転車利用環境の整備 かぞ観光レンタサイクル利用者数 人 1,004 1,250 972 やや遅れている

（４）安全で利用しやすい道路環
境の整備 

既存自転車歩行者道路の改修路線数 路線 2 1 2 目標を達成

再生可能エネル
ギーの促進

（１）再生可能エネルギーの情報
提供及び導入促進

太陽光発電システム導入容量
（10kW未満）

kW 25,092 24,000 26,413 目標を達成

太陽光発電システム導入容量
（10kW以上）

kW 67,306 84,800 68,831 概ね達成

（２）環境保全型農業の推進 環境保全型農業直接支払交付金取組面積 ㎡ 3,599 1,045 4,833 目標を達成

11

やや遅れている

目標を達成



５．加須市地球温暖化防止実行計画（区域施策編）の進行管理（26の具体的取組）

基本施策 具体的な取組 成果指標 単位 令和6年度
（現状値）

令和7年度
（目標値）

令和7年度
（実績値）

評価

環境にやさしい自
動車利用等の促進
 

（１） 環境にやさしい自動車利用
の促進

公用車の適正運転（エコドライブ）の実
施割合

% 99.6 100 集計中 －

（２）エコ・カーの普及促進
公用車におけるエコ・カーの使用台数
（軽車両は除く）

台 7 8 8 目標を達成

（３）公共交通機関の利用促進
自家用車を使用せず、サイクルポートを
利用している駐輪台数

台 559 550 524 概ね達成

（４）コミュニティバス運行の推
進 

コミュニティバス（3方式合計）の1日当
たり利用者数

人 229.2 270 226 概ね達成

気候変動への対応

（１）農業分野に対する適応策 【指標設定なし】 － － － － 評価なし

（２）自然生態系分野に対する
適応策

トキソウの調査実施回数 回 12 12 12 目標を達成

（３）健康分野に対する適応策 熱中症による死亡者数 人 0 0 0 目標を達成

（４）自然災害分野に対する適応
策

溢水対策計画に基づく対策が完了した割
合

% 86 100 86 概ね達成

防災研修及び防災出前講座参加者数 人 1,531 1,250 1,484 目標を達成

（５）都市生活・市民生活に対す
る適応策

気候変動（適応への対応）に関する情報
提供回数

回 5 5 5 目標を達成
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目標を達成

目標を達成

令和8年度以降、成果指標の見直し、目標値の設定を検討



６．令和7年度の主な取組
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省エネの推進 再エネの推進 EV充電インフラ整備 環境学習・啓発

・民間連携によるEV充電設備

の整備（全15施設）

＜R7利用実績例 急速充電＞

・道の駅童謡のふる里おおとね R7.1～

R7:129件 R8:42件

・道の駅かぞわたらせ R7.12～

R7:18件 R8:83件

・加須市役所本庁舎 R8.1～

R7:6件         R8:41件

・「KAZO環境フェスタ」の

開催

※従来の「環境フォーラム」

から名称を変え、より体験

を通して学ぶ機会を創出

      

 ＜R7参加数＞

250名（前年度比67%増）

・住宅用再生可能エネルギー

設備等設置補助金

※R7.12からソーラーカーポート

を補助対象に追加

＜R7交付件数＞

・太陽光 91件

・蓄電池 96件

・グリーンカーテン設置促進

・エコライフDAY&WEEK埼玉

への参加促進

・公共施設のLED化推進

＜R7＞加須市本庁舎

・新たに「事業者向け省エネ

セミナー」を開催

・市内工業団地企業を対象と

したアンケート調査を実施

（R8.9.30現在）

（R8.9.30現在）

（R8.9.30現在）



７．令和8年度の新規拡充施策
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「省エネ診断等支援補助金」制度の創設

事業者向け支援

令和7年度に実施した事業者向けアンケート調査によるニーズ

を踏まえ、国や県が実施する省エネ診断の受診費用を補助する

制度を創設

・補助率 10/10

・上限額 25,000円/件

・予算枠 20件分（500千円）

専門家派遣によるきめ細かな診断で中小企業の

省エネ・脱炭素をサポート

新規



７．令和8年度の新規拡充施策
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事業者向け「省エネ推進セミナー」の開催

事業者向け支援

・具体的な運用改善事例の共有

・事業者同士の情報交流の場を提供 【拡充】

・省エネ診断等支援補助金制度の案内【拡充】

令和7年度参加数 騎西会場     11社12名

  大利根会場 10社11名

令和8年度参加数 加須会場   8社13名

専門家の講師を招き、事例紹介や補助金情報を提供

内容拡充



７．令和8年度の新規拡充施策
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家庭向け支援

住宅用再生可能エネルギー設備等設置補助金

＜交付決定数＞

令和6年度 太陽光   91件 （導入容量：611.63 kW）

  蓄電池 101件

令和7年度 太陽光   91件 （導入容量：639.67 kW ）

蓄電池   96件

令和8年度 太陽光   54件 （導入容量：395.48 kW）

蓄電池   72件

住宅用の太陽光発電、定置型蓄電池の設置促進による

家庭部門の脱炭素をサポート

予算拡充

（R8.9.30現在）



７．令和8年度の新規拡充施策
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家庭向け支援

「省エネエアコン買換え促進補助金」制度の創設

市民の省エネ行動を金銭面・情報面の両面から後押し

新規

国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、

省エネ性能の高いエアコンに買い換える費用を補助

・補助対象機器 多段階評価点が3.0（★3）以上のエアコン

・補助率 1/3

・上限額 80,000円

・予算枠 21,450千円



８．国・県の動向
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国の地球温暖化対策計画の改定（令和7年2月閣議決定）

新たな削減目標（対2013年度比）

2030年度：▲46%（現行目標・継続）

2035年度：▲60%（新設）

2040年度：▲73%（新設）

2050年度：ネット・ゼロ（実質ゼロ）

国は2050ネット・ゼロに向けた直線的経路として

2035年、2040年の高い削減目標を掲げる

埼玉県の地球温暖化対策実行計画（第2期）（区域施策編）

2030年度：▲46%（現行目標） 2026年度を目途に見直し予定

加須市の地球温暖化防止実行計画（区域施策編）

（計画期間～2030年度）

（計画期間～2030年度）

2030年度：▲46%（現行目標） 国や県の動向を踏まえ、見直しの検討が必要
計画期間、削減目標（2035・2040年）、再エネ導入目標、成果指標など
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